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定例会見配布資料


行政改革実行本部 (第 6回 )議事次第


平成 24年 7月 13日 (金 )


14:00-14:15


於 :官邸 4階大会議室


1.開会


2.総理挨拶


3.副総理挨拶


4.行政事業レビューについて


5.独立行政法人等の役職員の給与見直しについて


6.定期刊行物等の購入見直しについて


フ 閉会


<配付資料>


資料 1 行政事業レビュー公開プロセス結果の概算要求への確実な反映について


資料 2 独立行政法人等の役職員の給与の見直し状況


資料 3 定期刊行物等の購入見直し状況一覧


【問合せ先】


<行政事業レビュー>
内閣府行政刷新会議事務局 玉置
く独立行政法人>


内閣官房行政改車実行本部事務局


<定期刊行物>


内閣官房行政改革実行本部事務局


03-3581-1269


乗通 03-3581-1298


山口、誓賛 03-3581-1241








 資料１  


 


 


行政事業レビュー公開プロセス結果の 


概算要求への確実な反映について 


 


 


○ 行政事業レビュー公開プロセスは、広く国民に公開され


る中で各府省の政務が取りまとめを行ったものであり、各


府省においては、公開プロセス対象事業について、公開プ


ロセス結果に即した事業の見直しを行い、概算要求に確実


に反映させることが必要である。 


 


○ このため、公開プロセス結果を受けた現段階の事業見直


しの検討状況について行政刷新会議事務局に報告いただ


くとともに、８月上旬に、行政刷新担当政務が、各府省の


政務から公開プロセス対象事業に関する概算要求におけ


る取扱いを聴取することとする。 








２．職員


(内訳別紙）


注）各制度所管省庁において取りまとめたものを整理したもの。


措 置 済 ８６法人(８４％) １１法人（９２％） ７８法人（８７％） １７５法人（８６％）


労使交渉中等 １６法人(１６％) 　１法人（　８％） １２法人（１３％） 　２９法人（１４％）


法 人 数 １０２法人 １２法人 ９０法人 ２０４法人


１．役員報酬・措置済 １０２法人（１００％） １２法人（１００％） ８４法人（９３％） １９８法人（９７％）


資　料　２


独立行政法人等の役職員の給与の見直し状況


【２４年７月１日時点】


項　　　　目 独立行政法人 特殊法人 国立大学法人 合　　　　　計







（ 別 紙 ）


１．独立行政法人


２．特殊法人


３．国立大学法人


【国土交通省】鉄道建設・運輸施
設整備支援機構、国際観光振興
機構、住宅金融支援機構


措　　　　　置　　　　　済 労使交渉中等


【経済産業省】経済産業研究所、工業所有権情報・研修館、日本貿易保険、産業技術総合研究
所、製品評価技術基盤機構、新エネルギー・産業技術総合開発機構、日本貿易振興機構、原子力
安全基盤機構、情報処理推進機構、石油天然ガス・金属鉱物資源機構、中小企業基盤整備機構


【国土交通省】土木研究所、建築研究所、交通安全環境研究所、海上技術安全研究所、港湾空港
技術研究所、電子航法研究所、航海訓練所、海技教育機構、航空大学校、自動車検査、水資源機
構、自動車事故対策機構、空港周辺整備機構、海上災害防止センター、都市再生機構、奄美群島
振興開発基金、日本高速道路保有・債務返済機構


【環境省】国立環境研究所、環境再生保全機構


【防衛省】駐留軍等労働者労務管理機構


８６法人 １６法人


北海道教育大学、小樽商科大学、旭川医科大学、北見工業大学、弘前大学、岩手大学、東北大
学、宮城教育大学、秋田大学、山形大学、茨城大学、筑波大学、宇都宮大学、群馬大学、埼玉大
学、東京医科歯科大学、東京外国語大学、東京学芸大学、東京農工大学、東京芸術大学、東京工
業大学、東京海洋大学、お茶の水女子大学、電気通信大学、一橋大学、横浜国立大学、新潟大
学、長岡技術科学大学、上越教育大学、富山大学、金沢大学、福井大学、信州大学、岐阜大学、
静岡大学、名古屋大学、愛知教育大学、名古屋工業大学、豊橋技術科学大学、三重大学、滋賀大
学、滋賀医科大学、京都工芸繊維大学、大阪大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、神戸大学、奈
良教育大学、奈良女子大学、和歌山大学、鳥取大学、島根大学、岡山大学、広島大学、山口大
学、徳島大学、鳴門教育大学、香川大学、愛媛大学、高知大学、福岡教育大学、九州工業大学、
佐賀大学、長崎大学、大分大学、宮崎大学、鹿児島大学、鹿屋体育大学、琉球大学、総合研究大
学院大学、政策研究大学院大学、北陸先端科学技術大学院大学、奈良先端科学技術大学院大
学、筑波技術大学、人間文化研究機構、自然科学研究機構、高エネルギー加速器研究機構、情
報・システム研究機構


北海道大学、室蘭工業大学、帯
広畜産大学、福島大学、千葉大
学、東京大学、山梨大学、浜松
医科大学、京都大学、京都教育
大学、九州大学、熊本大学


７８法人 １２法人


措　　　　　置　　　　　済 労使交渉中等


沖縄振興開発金融公庫、原子力損害賠償支援機構、沖縄科学技術大学院大学学園、預金保険機
構、銀行等保有株式取得機構、株式会社日本政策金融公庫、株式会社国際協力銀行、放送大学
学園、日本年金機構、日本中央競馬会、農水産業協同組合貯金保険機構


日本銀行


１１法人 １法人


【財務省】酒類総合研究所、造幣局、国立印刷局、日本万国博覧会記念機構


【文部科学省】国立特別支援教育総合研究所、大学入試センター、国立青少年教育振興機構、国
立女性教育会館、国立科学博物館、物質・材料研究機構、防災科学技術研究所、放射線医学総
合研究所、国立美術館、国立文化財機構、教員研修センター、日本学術振興会、日本芸術文化振
興会、日本学生支援機構、海洋研究開発機構、国立高等専門学校機構、大学評価・学位授与機
構、国立大学財務・経営センター、日本原子力研究開発機構


【農林水産省】農林水産消費安全技術センター、種苗管理センター、家畜改良センター、水産大学
校、農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、農業環境技術研究所、国際農林
水産業研究センター、森林総合研究所、水産総合研究センター、農畜産業振興機構、農業者年金
基金、農林漁業信用基金


【文部科学省】科学技術振興機
構、理化学研究所、宇宙航空研
究開発機構、日本スポーツ振興
センター


【厚生労働省】国立健康・栄養研究所、労働安全衛生総合研究所、勤労者退職金共済機構、高齢・
障害・求職者雇用支援機構、福祉医療機構、国立重度知的障害者総合施設のぞみの園、労働政
策研究・研修機構、医薬基盤研究所、年金・健康保険福祉施設整理機構、年金積立金管理運用


【厚生労働省】労働者健康福祉
機構、国立病院機構、医薬品医
療機器総合機構、国立がん研究
センター、国立循環器病研究セン
ター、国立精神・神経医療研究セ
ンター、国立国際医療研究セン
ター、国立 成育 医療 研究 セ ン
ター、国立長寿医療研究センター


措　　　　　置　　　　　済 労使交渉中等
【内閣府】国立公文書館、北方領土問題対策協会


【消費者庁】国民生活センター


【外務省】国際協力機構、国際交流基金


【総務省】情報通信研究機構、統計センター、平和祈念事業特別基金、郵便貯金・簡易生命保険管
理機構








○定期刊行物等の購入見直し状況一覧


部数 金額(万円) 部数 金額(万円) 部数 金額(万円) 部数 削減率(％) 金額(万円) 削減率（％） 部数 削減率(％) 金額(万円) 削減率（％）


内閣官房 807 2,275 8,858 1,449 6,392 1,418 6,197 ▲ 826 ▲ 36.3 ▲ 2,466 ▲ 27.8 ▲ 857 ▲ 37.7 ▲ 2,661 ▲ 30.0


内閣府 2,358 3,347 14,262 1,653 8,883 1,566 7,775 ▲ 1,694 ▲ 50.6 ▲ 5,379 ▲ 37.7 ▲ 1,781 ▲ 53.2 ▲ 6,487 ▲ 45.5


内閣法制局 77 276 592 244 529 244 529 ▲ 32 ▲ 11.6 ▲ 63 ▲ 10.6 ▲ 32 ▲ 11.6 ▲ 63 ▲ 10.6


宮内庁 1,011 478 1,236 423 1,073 421 1,071 ▲ 55 ▲ 11.5 ▲ 163 ▲ 13.2 ▲ 57 ▲ 11.9 ▲ 165 ▲ 13.3


公正取引委員会 804 600 2,180 420 1,622 420 1,622 ▲ 180 ▲ 30.0 ▲ 558 ▲ 25.6 ▲ 180 ▲ 30.0 ▲ 558 ▲ 25.6


警察庁 7,736 4,569 14,906 3,769 13,544 3,606 13,075 ▲ 800 ▲ 17.5 ▲ 1,362 ▲ 9.1 ▲ 963 ▲ 21.1 ▲ 1,831 ▲ 12.3


金融庁 1,553 860 2,712 562 1,833 562 1,833 ▲ 298 ▲ 34.7 ▲ 879 ▲ 32.4 ▲ 298 ▲ 34.7 ▲ 879 ▲ 32.4


消費者庁 279 282 866 197 632 197 632 ▲ 85 ▲ 30.1 ▲ 234 ▲ 27.0 ▲ 85 ▲ 30.1 ▲ 234 ▲ 27.0


復興庁 118 194 771 165 584 146 519 ▲ 29 ▲ 14.9 ▲ 187 ▲ 24.3 ▲ 48 ▲ 24.7 ▲ 252 ▲ 32.7


総務省 5,289 2,199 6,907 1,803 6,165 1,803 6,165 ▲ 396 ▲ 18.0 ▲ 741 ▲ 10.7 ▲ 396 ▲ 18.0 ▲ 741 ▲ 10.7


法務省 52,592 13,421 27,062 11,713 24,535 9,883 21,213 ▲ 1,708 ▲ 12.7 ▲ 2,527 ▲ 9.3 ▲ 3,538 ▲ 26.4 ▲ 5,849 ▲ 21.6


外務省 2,236 2,163 9,139 1,198 5,454 1,198 5,454 ▲ 965 ▲ 44.6 ▲ 3,685 ▲ 40.3 ▲ 965 ▲ 44.6 ▲ 3,685 ▲ 40.3


財務省 71,498 19,658 51,323 18,385 47,608 13,753 39,465 ▲ 1,273 ▲ 6.5 ▲ 3,715 ▲ 7.2 ▲ 5,905 ▲ 30.0 ▲ 11,858 ▲ 23.1


文部科学省 2,204 4,018 10,175 3,028 8,175 3,028 8,175 ▲ 990 ▲ 24.6 ▲ 2,000 ▲ 19.7 ▲ 990 ▲ 24.6 ▲ 2,000 ▲ 19.7


厚生労働省 32,232 19,502 50,369 13,270 39,178 12,786 38,076 ▲ 6,232 ▲ 32.0 ▲ 11,191 ▲ 22.2 ▲ 6,716 ▲ 34.4 ▲ 12,293 ▲ 24.4


農林水産省 23,337 11,474 31,095 6,876 19,935 6,834 19,857 ▲ 4,598 ▲ 40.1 ▲ 11,160 ▲ 35.9 ▲ 4,640 ▲ 40.4 ▲ 11,238 ▲ 36.1


経済産業省 8,602 7,701 21,159 5,268 14,263 4,608 12,181 ▲ 2,433 ▲ 31.6 ▲ 6,896 ▲ 32.6 ▲ 3,093 ▲ 40.2 ▲ 8,978 ▲ 42.4


国土交通省 59,780 23,673 86,450 20,651 76,242 16,757 62,152 ▲ 3,022 ▲ 12.8 ▲ 10,208 ▲ 11.8 ▲ 6,916 ▲ 29.2 ▲ 24,298 ▲ 28.1


環境省 1,521 1,997 5,950 1,471 4,471 1,414 4,326 ▲ 526 ▲ 26.3 ▲ 1,479 ▲ 24.9 ▲ 583 ▲ 29.2 ▲ 1,624 ▲ 27.3


防衛省 268,883 17,869 39,012 15,352 34,940 14,059 32,082 ▲ 2,517 ▲ 14.1 ▲ 4,072 ▲ 10.4 ▲ 3,810 ▲ 21.3 ▲ 6,930 ▲ 17.8


人事院 656 532 1,664 450 1,416 444 1,403 ▲ 82 ▲ 15.4 ▲ 248 ▲ 14.9 ▲ 88 ▲ 16.5 ▲ 261 ▲ 15.7


合計 543,573 137,088 386,688 108,347 317,474 95,147 283,802 ▲ 28,741 ▲ 21.0 ▲ 69,214 ▲ 17.9 ▲ 41,941 ▲ 30.6 ▲ 102,886 ▲ 26.6


（うち地方支分
部局等）


(236,229) (80,659) (221,769) (68,156) (195,769) (56,958) (168,109) (▲12,503) (▲15.5) (▲26,000) (▲11.7) (▲23,701) (▲29.4) (▲53,660) (▲24.2)


定員
（24年度末）


23年度実績 25年度計画 25年度計画－23年度実績24年度契約 24年度契約－23年度実績


資料 ３





